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株主各位

証券コード　4960

2025年６月９日

株 主 各 位
神 戸 市 中 央 区 京 町 8 3 番 地

代 表 取 締 役 社 長 兼 俊 寿 志

第44期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第44期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに「第44期定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以
下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上
げます。
　　当社ウェブサイト https://www.chemipro.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html
　また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しており
ますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスし
て、当社名（ケミプロ化成）又は証券コード（4960）を入力・検索し「基本情
報」「縦覧書類／PR情報」「株主総会招集通知／株主総会資料」の欄より、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。
　　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日の株主総会ご出席に代えて、インターネット又は書面（郵送）によ
って議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご
検討いただき、後記の「議決権行使についてのご案内」に従って、当社の指定す
る議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/)において賛否を入力される
か、議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえご返送いただくか、いずれかの方法
により、2025年６月24日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使くださいま
すようお願い申し上げます。

敬具
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株主各位

１．日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時

２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階　501号会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

　報告事項 　第44期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

　事業報告及び計算書類内容報告の件

　決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 監査役１名選任の件

記

４．招集にあたっての決定事項

　　◎議決権行使書用紙に賛否の意思表示がない場合は、「賛」の意思表示があ

　　　ったものとしてお取り扱いいたします。

　　◎書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ

　　　ーネットによる議決権行使の内容を有効としてお取り扱いいたします。

　　◎インターネットにより複数回数にわたり議決権を行使された場合は、最後

　　　に行使された内容を有効としてお取り扱いいたします。

以上

・株主総会にご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出

　ください。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

　トおよび東証ウェブサイトに掲載させていただきます。

・定時株主総会の決議通知につきましては、インターネット上の当社ウェブサイ

　トに掲載させていただきます。あらかじめご了承くださいますようお願い申し

　上げます。

・その他、株主様へのご案内事項につきましては、インターネット上の当社ウェ

　ブサイトに掲載させていただきます。当社ウェブサイトより適宜最新情報をご

　確認くださいますようお願い申し上げます

。
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インターネットによる議決権行使

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受
付にご提出ください。

次ページの案内に従って、
議案の賛否をご入力くださ
い。

議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示のう
え、切手を貼らずにご投函
ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2025年6月25日（水曜日）

午前10時開始
2025年6月24日（火曜日）

午後5時30分入力完了分まで
2025年6月24日（火曜日）

午後5時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・２号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・議決権行使書用紙に賛否の意思表示がない場合は、「賛」の意思表示があったものとしてお取り扱い
いたします。

・書面とインターネットにより重複して議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使
の内容を有効としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回数にわたり議決権を
行使された場合は、最後に行使された内容を有効としてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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インターネットによる議決権行使

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法
議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パス

ワードを入力することなく、議決権行使サイト

にログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読

み取ってください。
1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
3

議決権行使ウェブサイトにアクセスして

ください。
1

議決権行使書用紙に記載された「ログイン

ID・仮パスワード」を入力しクリックして

ください。

2

「ログイン
ID・仮パス
ワード」を
入力

「ログイン」

をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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剰余金処分の件

株主総会参考書類

　第１号議案　　剰余金処分の件

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案したうえで、財

務体質の強化を図りつつ、安定的かつ継続的に配当を行うことを基本方針とし

ております。

　第44期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘

案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金３円50銭

　配当総額　58,182,404円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2025年６月26日といたしたいと存じます。

－ 5 －
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監査役選任の件

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る

当 社 の

株 式 の 数

つじ

辻󠄀
 

　
むら

村
 

　
あつ

温
 

　
のり

憲

(1984年1月20日生)

（ 新 任 ）

2006年４月 あずさ監査法人

（現 有限責任あずさ監査法人）入社

2009年７月 公認会計士登録

2023年10月 税理士登録

2023年10月 株式会社HLSグローバル

　　　　　　ディレクター（現任）

2023年10月 辻󠄀村温憲公認会計士・税理士事務所

　　　　　　代表（現任、兼職）

―株

第２号議案　　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役１名が辞任いたしますので、新たに監査役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ており

ます。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

(注)　１．候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者は、新任の社外監査役候補者であります。

３．新任候補者である辻󠄀村温憲氏の選任が承認された場合、東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として届け出る予定であります。

４．辻󠄀村温憲氏を社外監査役候補者とした理由は、過去に社外役員となること以外の方法で

会社の経営に関与された経験はありませんが、経歴に裏付けされた見識に加え、公認会

計士並びに税理士として培われた深い経理・財務・税務に関する知識や経験を当社経営

に反映するとともに、社内経営陣から独立した客観的な視点から各種提言をいただける

ものと考え、社外監査役候補者として相応しいと判断したためであります。

５．本件選任は、社外監査役である常本良治氏の辞任に伴うものであります。

６．辻󠄀村温憲氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま

す。なお当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低

責任限度額といたします。

７．当社は当社のすべての取締役、監査役及び執行役員を被保険者として、会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険

者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けるこ

とによって生ずることのある損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約により填補するこ

ととしており、当該保険の保険料はすべて当社が負担しております。候補者が監査役に

選任され就任した場合には、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。ま

た、当社は、当該保険契約を任期途中に同内容で更新することを予定しております。

以上

－ 6 －



2025/05/28 14:19:32 / 24182021_ケミプロ化成株式会社_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで

事　業　報　告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当事業年度における世界経済は、米国経済は、年間を通じ総じて底堅く

推移した一方、欧州及び中国経済の停滞に大きな変化はなく、加えて地政

学的リスクの長期化もあるなど、全体として引き続き不安定な状況で推移

しました。

　このような経済環境の中、当社の属するファインケミカル業界につきま

しては、需要は昨年度後半の水準が継続しておりましたが、下半期には減

速しました。また、原材料価格やエネルギーコストは依然として高い水準

が続き、厳しい状況で推移しました。当社においては、一部製品で取引環

境の変化や拡販により売上は増加しましたが、利益面では引き続き厳しい

環境下にあります。

　具体的な当事業年度における当社の売上高は、化学品事業では、紫外線

吸収剤は、上半期は昨年の需要減速の反動で売上が増加しましたが、下半

期は需要減速の影響を受け、通期ではおおよそ横ばいで着地しました。酸

化防止剤の需要獲得をはじめ、受託製造製品の拡販効果もあり、事業全体

として前事業年度を上回りました。ホーム産業事業では、消費マインド低

迷が続きましたが拡販に努め、前事業年度を上回りました。結果、売上高

全体では、前年同期比474百万円増の9,710百万円（前年同期比5.1％増）

で着地いたしました。利益面では、原材料価格、エネルギー価格の高騰な

どによるコスト増加に対する価格転嫁の取り組みを推し進めたものの、当

初想定した以上に各種コストが上昇し、全てのコスト増加を吸収するには

至らず、営業利益は402百万円（同16.6％減）となりました。一方で、工

場の稼働状況が改善し、営業外費用として計上される生産休止費用は、前

年同期と比較し107百万円圧縮となる173百万円の計上となり、経常利益は

173百万円（同30.7％増）となりました。税引前当期純利益については、

特別損益の計上がなかったことから経常利益と同額の173百万円（同8.0％

増）となりました。当期純利益については、法人税、住民税及び事業税が

54百万円、法人税等調整額が△８百万円となり128百万円（同1.5％増）と

なりました。

　以下に各事業の概要をご報告いたします。

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

 （化学品事業）

　当事業年度の売上高は、主力製品である紫外線吸収剤が前年同期比15百

万円減の4,924百万円（前年同期比0.3％減）となったことに加えて、写真

薬中間体が同81百万円減の210百万円（同27.9％減）、電子材料が同28百

万円減の34百万円（同45.7％減）となる一方で、酸化防止剤が同320百万

円増の913百万円（同53.9％増）、受託製造製品が同232百万円増の2,365

百万円（同10.9％増）、製紙用薬剤が同37百万円増の248百万円（同

17.9％増）となり、全体では同458百万円増の8,756百万円（同5.5％増）

となりました。

 （ホーム産業事業）

　当事業年度の売上高は、木材保存薬剤の売上高が前年同期比９百万円増

の764百万円（前年同期比1.2％増）となり、その他でも同６百万円増の

189百万円（同3.8％増）となったことから、全体では同16百万円増の954

百万円（同1.7％増）となりました。

② 設備投資及び資金調達の状況

　当事業年度の設備投資は、276百万円でした。これは、既存設備及び基

幹システムの更新、分析機器の取得などによるものであります。

　なお、設備投資につきましては、自己資金によりまかないました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区　　分
第 41 期

(2021.4.1～2022.3.31)
第 42 期

(2022.4.1～2023.3.31)
第 43 期

(2023.4.1～2024.3.31)
第44期(当事業年度)
(2024.4.1～2025.3.31)

売 上 高 9,743,874 9,760,638 9,236,157 9,710,828

経 　  常 　  利 　  益 264,693 121,120 132,859 173,610

当  期  純  利  益 179,168 71,084 126,170 128,077

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 10円97銭 4円41銭 7円82銭 7円98銭

総 資 産 13,452,961 13,783,787 13,713,882 13,297,811

純 資 産 4,574,594 4,595,539 4,679,600 4,777,291

 (注)１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出してお

ります。
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対処すべき課題

(3) 対処すべき課題

　世界経済は、米国通商政策の変化に起因する貿易摩擦懸念等、様々な変化

が生じ、先行き見通しが極めて難しい状況が続いていくものと想定され、物

価をはじめとする各種コストについても、高騰もしくは高止まりの動きが続

くものと思われます。このような状況下、当社を取り巻く事業環境において

も、貿易摩擦に伴う需要動向、為替動向に加え、高水準が続く原材料価格・

エネルギーコスト、人件費の上昇などに対する対応が業績に大きく影響を及

ぼす可能性があります。

　このような環境下にあり、次期（2026年３月期）の通期業績につきまして

は、直面する様々な変化に対して適切な対応を図ることへの注力が最優先と

なると思われます。極めて厳しい環境下ではありますが、当社の主力製品で

ある紫外線吸収剤などのプラスチック添加剤をはじめ、各種製品の販売強化

を推進し、売上高は10,500百万円を見込んでおります。一方、利益面につき

ましては、長年続いてきた各種コスト高騰に対する製品価格の適正化を引き

続き進めるとともに、原材料をはじめとする各種コストの低減に努め、ま

た、工場稼働向上による生産休止費用の圧縮も図ってまいりますが、その業

績反映にはやや遅れが生じることが予想されます。これらを踏まえ各段階利

益は、営業利益600百万円、経常利益400百万円、当期純利益250百万円となる

予想であります。

　なお、本業績予想は、事業年度を通して、段階的に価格適正化や各種コス

トダウンが浸透していくことを前提としております。今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる結果となる可能性があります。

　当社といたしましては、主力製品を中心とした既存取引先との関係・維持

強化に加え、環境配慮型新規製品の開発を含めた各製品の販路拡大を図ると

ともに受託製造製品ラインナップの拡充などにより、安定収益の持続的な確

保を図ってまいります。また、官学連携の製品開発改良活動の展開や環境配

慮型製品への計画的なシフトのほか、原材料や設備見直しなどを実施するこ

とにより、一層の事業安定化を図ってまいります。

　加えて、優秀な人材の確保・育成に努めるとともに、利益確保と在庫削減

などにより内部留保を充実させるとともに資金調達可能枠の確保に繋げ、強

靭な財務基盤を構築します。そして、それらに基づく安定配当の継続によ

り、株主の皆様の満足度向上を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。
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主要な事業内容、部門別売上高の概況、主要な事業所

(4) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

有機化学工業薬品（紫外線吸収剤、酸化防止剤、製紙用薬剤、写真薬中間

体、電子材料、木材保存薬剤等の製品）の製造販売

（単位：千円、％）

事 業 別 品　目

第 42 期

(2022.4.1～2023.3.31)

第 43 期

(2023.4.1～2024.3.31)

第44期(当事業年度)

(2024.4.1～2025.3.31)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

化学品事業 紫外線吸収剤 5,495,110 56.3 4,939,961 53.5 4,924,084 50.7

酸 化 防 止 剤 514,016 5.3 593,631 6.4 913,776 9.4

製 紙 用 薬 剤 338,599 3.5 211,137 2.3 248,901 2.6

写真薬中間体 266,046 2.7 291,447 3.2 210,273 2.2

電 子 材 料 93,214 1.0 63,110 0.7 34,250 0.4

受託製造製品 2,005,657 20.5 2,132,521 23.1 2,365,168 24.4

そ の 他 66,996 0.7 66,445 0.7 60,241 0.6

（小　計） 8,779,640 89.9 8,298,255 89.8 8,756,696 90.2

ホーム産業事業 木材保存薬剤 795,496 8.2 755,598 8.2 764,857 7.9

そ の 他 185,501 1.9 182,303 2.0 189,274 1.9

（小　計） 980,997 10.1 937,901 10.2 954,132 9.8

合 計 9,760,638 100.0 9,236,157 100.0 9,710,828 100.0

(5) 部門別売上高の概況（2025年３月31日現在）

（注）１. 数量については、同一品目の中でも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため、記載

を省略しております。

２. 金額は、販売価格で表示しており、消費税等を含んでおりません。

３. 主要品目は、事業毎に分類して表示しております。

(6) 主要な事業所（2025年３月31日現在）

本　　社　　　　神戸市中央区京町83番地

研 究 所　　　　相生

工　　場　　　　明石、姫路、相生、大阪、福島

営 業 所　　　　大阪、福岡、関東（埼玉県川越市）
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従業員の状況、主要な借入先の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

216（８）名 ９名減（２名増） 43.6歳 15.5年

(7) 従業員の状況（2025年３月31日現在）

（注）従業員数は就業員数で、従業員、嘱託、受入出向者を含んでおります。また、パート及び

派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,101百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 1,070

株 式 会 社 中 国 銀 行 596

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 498

株 式 会 社 り そ な 銀 行 498

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 462

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
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株式の状況

(1) 発行可能株式総数 66,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,623,613株

(3) 株主数 2,330名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ケ ア シ ス テ ム ズ 3,467千株 20.9％

公 益 財 団 法 人 福 岡 直 彦 記 念 財 団 2,791 16.8

福 岡 靖 介 1,805 10.9

Ｂ Ａ Ｓ Ｆ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,270 7.6

ケ ミ プ ロ 化 成 取 引 先 持 株 会 955 5.7

株 式 会 社 み な と 銀 行 593 3.6

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 E 口 ）

561 3.4

富 士 工 業 株 式 会 社 353 2.1

伊 藤 象 二 郎 322 1.9

BNP PARIBAS LONDON BRANCH FOR PRIME 
BROKERAGE CLEARANCE ACC FOR THIRD 
PARTY

202 1.2

地 位 株 式 数 交付を受けた者の人数

取　締　役 200,473株 ４名

２. 株式の状況（2025年３月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）当社が保有している自己株式が69株あります。

　　　なお、自己株式には信託が保有する当社株式561,527株を含めておりません。

　　　持株比率は自己株式(69株)を控除し小数点第2位を四捨五入して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）2024年６月19日開催の第43期定時株主総会決議に基づく取締役（社外取締役を除く。以

下、同じ。）に対する業績連動型株式報酬制度の改定により、譲渡制限を付して取締役に

給付された株式数と、2024年６月19日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役に給付された株式数を、一括して記載しております。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担当又は重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 兼 俊 寿 志 管理本部長

常 務 取 締 役 河 井 典 生
営業本部長 兼 購買部長
兼 コンプライアンス担当役員

常 務 取 締 役 赤 瀬 　 寿 生産本部長 兼 福島工場長

取 締 役 箱 崎 竜 也

生産技術部統括本部長
兼 姫路工場生産技術部長
兼 営業本部新規ビジネス推進部
技術担当役員

取 締 役 大 學 隆 行
営業本部 副本部長
兼 営業部長 兼 営業管理部長

取 締 役 柳 　 雅 二
株式会社東京きらぼしフィナンシャル
グループ 顧問

取 締 役 寶 　 田 　 健 太 郎
宝田・寿原会計事務所 代表
スターライトコンサルティング株式
会社 代表取締役

取 締 役 田 中 耕 司 資本政策研究所 代表

常 勤 監 査 役 金 子 勇 一

監 査 役 常 本 良 治

監 査 役 髙 　 﨑 　 勝 之 助
ＢＡＳＦジャパン株式会社
財務・コントローリング部長

監 査 役 今 西 康 訓
弁護士法人本町中央法律事務所
代表社員

３. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１．当事業年度の取締役及び監査役の異動

　　　　①就任

　　　　　2024年６月19日開催の第43期定時株主総会において、箱崎竜也氏、大學隆行氏が取締

役に、金子勇一氏、今西康訓氏が監査役に、新たに選任され就任いたしました。

　　　　②退任

　　　　　2024年６月19日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって、取締役金子勇一氏、監

査役清水俊造氏、監査役藤田健氏は、任期満了により退任いたしました。

　　　２．取締役柳雅二氏、寶田健太郎氏、田中耕司氏は社外取締役であり、東京証券取引所に

独立役員として届け出ております。

　　　３．監査役常本良治氏、髙﨑勝之助氏、今西康訓氏は社外監査役であり、常本良治氏及び

今西康訓氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

　　　４．監査役常本良治氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。
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会社役員の状況

区 分 支 給 人 数 基 本 報 酬
業績連動報酬
(非金銭報酬)

報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（うち社外取締役）

９名
（３）

107,100千円
（10,800）

9,950千円
（－）

117,050千円
（10,800）

監 査 役
（うち社外監査役）

６名
（４）

19,200千円
（8,400）

－千円
（－）

19,200千円
（8,400）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

14名
（７）

126,300千円
（19,200）

9,950千円
（－）

136,250千円
（19,200）

　　　５．監査役髙﨑勝之助氏は、当社事業と関連の深いグローバル企業の管理部門の責任者と

して財務他の管理部門に関する相当程度の知見を有しております。

　　　６．監査役今西康訓氏は、弁護士の資格を有し、法務に関する相当程度の知見を有してお

ります。

　　　７．責任限定契約の内容の概要

　　　　　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度

としております。

　　　８．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　　　　　①被保険者の範囲

　　　　　当社のすべての取締役、監査役及び執行役員

　　　　　②保険契約の内容の概要

　　　　　被保険者が会社役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損

害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を填補す

るものであり、１年毎に契約更新しております。また、次回更新時には同内容での更

新を予定しております。ただし、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為を行った役

員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損な

われないように措置を講じております。保険料は全額当社が負担しております。

(2) 取締役及び監査役に対する報酬等の総額

（注）１．上記には、2024年６月19日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役１名、監査役２名（うち社外監査役１名）の基本報酬が含まれております。

　　　２．取締役の報酬の総額は、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　３．業績連動報酬は、役位別ポイント数に第44期の期初に設定した経常利益目標額200百

万円の達成率に応じて経常利益達成率係数を乗じることにより算定しております。経

常利益額を業績指標に選定した理由は、取締役報酬と当社業績及び株式価値との連動

性が明確であるからであり、第44期の業績指標に関する実績は業績連動報酬差引前経

常利益で183百万円でありました。
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会社役員の状況

(3) 取締役及び監査役の報酬等に関する株主総会決議に関する事項

① 基本報酬

取締役の報酬額は、1995年６月29日開催の第14期定時株主総会において年額３億円以

内と決議しております。（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）当該株主

総会終結時点の取締役の員数は12名です。監査役の報酬額については、1997年６月27

日開催の第16期定時株主総会において、年額40百万円以内と決議しております。当該

株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

② 業績連動報酬（非金銭報酬）

2024年６月19日開催の第43期定時株主総会の決議により、取締役会で定めた役員株式

給付規程に基づき、業績達成度等に応じてポイントを付与し、対象となる取締役と包

括的譲渡制限契約を締結した上で、毎年一定の期日に付与されたポイント数に応じた

当社株式を給付する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」を導入しております。

（社外取締役及び監査役は除く。）取締役へ付与されるポイント数は代表取締役、

役付取締役及び取締役の別に、役位別ポイント数に事業年度の期初に設定した経常利

益目標額の達成率に応じて経常利益達成率係数を乗じることにより算定いたします。

当該株主総会終結時点の社外取締役を除く取締役の員数は５名です。

(4) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針

　（上記決定方針に関する決議を2024年６月19日開催の取締役会で決議済）

① 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に

機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際して

は各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行

取締役の報酬は固定報酬としての基本報酬、業績連動型の株式報酬（株式給付信託）

により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務を鑑み、基本報酬の

みを支払うこととする。

② 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時

期又は条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、株主総会で決議された年間の上限

額の範囲内で役位、職責等に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準を考慮

しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

③ 業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動型の株式報酬（株式給付信託）は、役員株式給付規程に基づき当該事業年度
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における役位、業績達成等に応じて定まる数のポイントを付与する。取締役に付与す

るポイントは１ポイント当たり当社普通株式１株で換算する（社外取締役は対象外と

する。）。また、対象となる取締役と包括的譲渡制限契約を締結した上で、毎年一定

の期日に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付する。包括的譲渡制限契約に

より、取締役が在任中に給付を受けた当社株式については、退任迄の間、譲渡等によ

る処分が制限されることとなる。

④ 金銭報酬の額、又は業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合

の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する

業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど金

銭報酬の額及び業績連動報酬等の割合が多くなる設計とする。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

各取締役の報酬等の額については、取締役会から一任を受けた代表取締役社長がその

決定権限を有し、代表取締役社長と社外取締役との事前の意見交換及び取締役会の事

後的な検証を前提に、株主総会で決議された年間の上限額の範囲内で役位や職務責任

等を考慮して決定する。

　委任を受けた者：代表取締役社長　兼俊　寿志

　委任された権限の内容：各取締役の報酬等の額の決定

　委任理由：代表取締役社長は、各取締役の能力並びに業務内容を適切に把握している

　ことから各取締役の報酬等の額の決定において「取締役の個人別の報酬等の内容につ

　いての決定に関する方針」に沿った決定ができるものと取締役会が判断したもの。
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会社役員の状況

(5) 社外役員に関する事項

① 取締役柳雅二氏は、株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ顧問を兼務して

おりますが、兼職先と当社との間において特別な関係はありません。

② 取締役寶田健太郎氏は、宝田・寿原会計事務所の代表及びスターライトコンサルテ

ィング株式会社 代表取締役を兼務しておりますが、各兼職先と当社との間において

特別な関係はありません。

③ 取締役田中耕司氏は、資本政策研究所の代表を兼務しておりますが、兼職先と当社

との間において特別な関係はありません。

④ 監査役髙﨑勝之助氏は、ＢＡＳＦジャパン株式会社の財務・コントローリング部長

を兼務しております。兼職先は、当社化学品事業の主要取引先であり、当社の特定

関係事業者であります。また、当社の主要取引先である同社は、当社の株主(所有株

式 7.6％)であります。

⑤ 監査役今西康訓氏は、弁護士法人本町中央法律事務所の代表社員を兼務しておりま

すが、兼職先と当社との間において特別な関係はありません。

⑥ 当事業年度における主な活動状況（社外取締役が期待される役割に関して行った職

務の概要を含む）

・取締役柳雅二氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、証券市場に関

わる深い見識と営業経験等の専門的な見地から意見を述べております

・取締役寶田健太郎氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、税務・会

計に関わる専門知識を活かし専門的な見地から意見を述べております。

・取締役田中耕司氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、投資育成業

務と企業分析経験に関わる専門知識を活かし専門的な見地から意見を述べておりま

す。

・監査役常本良治氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席、また監査役会

８回の全てに出席し、公認会計士としての経験を活かし専門的な見地から意見を述

べております。

・監査役髙﨑勝之助氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席、また監査役

会８回の全てに出席し、当社事業と関連の深いグローバル企業の管理部門の責任者

としての専門的な知識と幅広い経験から意見を述べております。

・監査役今西康訓氏は、当事業年度開催の取締役会17回中、就任後に開催された取締

役会13回の全てに出席、また監査役会８回中、就任後に開催された監査役会５回の

全てに出席し、弁護士としての専門的な見地から意見を述べております。
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会計監査人の状況

① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 30,000千円

② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

30,000千円

４. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査

と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的にも

区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理

由

　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す

る実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討した結

果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っており

ます。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また､会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合､監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会におきまして､会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

５. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

① 取締役、使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　コンプライアンス規程をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規

程を、役員及び従業員が法令及び定款並びに社会規範を遵守した行動をと

るための行動規範とする。また、その徹底を図るため、総務部においてコ

ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に従

業員教育等を行う。

　内部監査室は、総務部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査す

る。これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものと

する。

　法令上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段と

して、ホットラインを設置し、通報者に不利益が及ばない事を保証し、運

営する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書取扱規程にしたがい、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁

的媒体（以下、「文書等」という。）に記録し、保存する。取締役及び監

査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程、その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理

等にかかるリスクについては、それぞれの担当部署において、規則やガイ

ドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成及び配布等を行うものと

し、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行うものとす

る。

　新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定め、対応する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担

当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分

配、意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促

すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築す

る。

⑤ 当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

子会社においても、各組織、指揮命令系統、責任及び権限を報告する義

務を設定し、企業集団全体を網羅的・統括的に管理する。

内部監査室は、当会社と同様に子会社の内部監査を実施する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、特定の従業員に監査業務に必要な事項を指示することができ

るものとし、監査役より監査業務に必要な指示を受けた従業員は、その指

示を最優先して業務に従事するものとし、当該最優先業務に関しては取締

役等の指揮命令を受けないものとする。

⑦ 監査役への報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をしたこ

とを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び子

会社からなる企業集団に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、

コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を、必要に

応じて適宜報告する体制を整備する。

　内部監査室は、監査結果を適時、適切な方法で監査役に報告する。

　通報者に不利益が及ばない内部通報窓口(ホットライン)への通報状況と

その処理の状況を定期的に監査役に報告する。

　内部通報窓口(ホットライン)への通報内容が、監査役の職務の執行に必

要な範囲に係る場合及び通報者が監査役への通報を希望する場合は、速や

かに監査役に通知する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

監査役より、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は請求等が

あったときは、その職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速

やかに当該費用又は請求の精算を行う。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

（2) 内部統制のシステム運用状況

　コンプライアンス規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程

を「コンプライアンス・マニュアル」小冊子として、すべての役職員に配

布し教育訓練を実施しております。財務報告の有効性に関する評価並びに

各事業部門における業務処理統制の状況については、内部監査室が計画的

に実施する業務処理統制監査において検証を行い、法令遵守の状況につい

ては、常勤監査役と内部監査室が連携して計画的あるいは抜き打ち的に実

施する内部監査活動において検証しており、各々の検証結果については内

部監査報告書として代表取締役及び常勤監査役に対し、報告を行っており

ます。また、常勤監査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて業

務執行を行う取締役が適切に対応しているか確認検証しており、その検証

結果は監査役会において情報共有し、必要に応じて代表取締役に意見交換

会を通じて報告を行っております。

６. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案した上で財

務体質の強化を図りつつ、安定的に配当を行うことを基本方針としており

ます。また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこ

とを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末

配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会でありま

す。

　本事業報告中の記載金額及び株式数の表示単位未満は切り捨てて、また比率

の表示桁数未満は四捨五入で表示しております。
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貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

［資　 産　 の　 部］ ［負　 債　 の　 部］

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

8,047,786

2,149,036

4,763

42,192

2,195,736

2,544,383

124,268

558,927

92,161

112,589

268

223,928

△471

5,250,024

4,708,592

907,963

166,336

302,577

3,283

85,422

2,856,882

348,010

38,116

99,825

845

91,000

7,979

441,606

254,891

10,800

14,184

28,933

16,528

60,232

70,220

△14,184
　

流　動　負　債 6,007,312

電 子 記 録 債 務 499,980

買 掛 金 1,014,695

短 期 借 入 金 2,550,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 952,500

リ ー ス 債 務 141,370

未 払 金 470,142

未 払 費 用 139,303

未 払 法 人 税 等 44,796

預 り 金 8,778

前 受 収 益 600

賞 与 引 当 金 93,477

営業外電子記録債務 74,539

そ の 他 17,128

固　定　負　債 2,513,207

長 期 借 入 金 1,682,500

リ ー ス 債 務 221,261

退 職 給 付 引 当 金 572,189

役員株式給付引当金 9,950

従業員株式給付引当金 5,389

そ の 他 21,917

負 債 合 計 8,520,519

[純  資  産  の  部]

株　主　資　本 4,625,070

資 本 金 2,155,352

資 本 剰 余 金 1,060,713

資 本 準 備 金 1,052,562

その他資本剰余金 8,150

利 益 剰 余 金 1,595,938

その他利益剰余金 1,595,938

繰越利益剰余金 1,595,938

自 己 株 式 △186,934

評 価 ・ 換 算 差 額 等 152,220

その他有価証券評価差額金 152,220

純 資 産 合 計 4,777,291

資 産 合 計 13,297,811 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,297,811

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 製 品 売 上 高 9,329,377

商 品 売 上 高 381,451 9,710,828

売 上 原 価 製 品 期 首 棚 卸 高 2,189,066

当 期 製 品 製 造 原 価 7,699,055

合 計 9,888,121

製 品 他 勘 定 振 替 高 4,553

製 品 期 末 棚 卸 高 1,965,492

製 品 売 上 原 価 7,918,076

商 品 期 首 棚 卸 高 16,599

当 期 商 品 仕 入 高 347,732

合 計 364,332

商 品 他 勘 定 振 替 高 3

商 品 期 末 棚 卸 高 34,457

商 品 売 上 原 価 329,870 8,247,947

売 上 総 利 益 1,462,881

販売費及び一般管理費 1,060,603

営 業 利 益 402,277

営 業 外 収 益 受 取 利 息 325

受 取 配 当 金 8,187

受 取 賃 貸 料 7,200

為 替 差 益 3,821

雑 収 入 9,531 29,067

営 業 外 費 用 支 払 利 息 72,429

賃 貸 収 入 原 価 459

生 産 休 止 費 用 173,827

雑 損 失 11,017 257,733

経 常 利 益 173,610

税 引 前 当 期 純 利 益 173,610

法人税、住民税及び事業税 54,447

法 人 税 等 調 整 額 △8,913 45,533

当 期 純 利 益 128,077

損　益　計　算　書

（注）１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 製品他勘定振替高及び商品他勘定振替高は、販売費等振替高であります。
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株主資本等変動計算書

（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,155,352 1,052,562 8,150 1,060,713 1,517,732 1,517,732 △205,013 4,528,784

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △49,870 △49,870 △49,870

当 期 純 利 益 128,077 128,077 128,077

自己株式の取得 △31,519 △31,519

自己株式の処分 49,599 49,599

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当期変動額合計 － － － － 78,206 78,206 18,079 96,286

当 期 末 残 高 2,155,352 1,052,562 8,150 1,060,713 1,595,938 1,595,938 △186,934 4,625,070

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 150,816 150,816 4,679,600

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △49,870

当 期 純 利 益 128,077

自己株式の取得 △31,519

自己株式の処分 49,599

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

1,404 1,404 1,404

当期変動額合計 1,404 1,404 97,691

当 期 末 残 高 152,220 152,220 4,777,291

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法

個別注記表

１. 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式 移動平均法による原価法

　　その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)定率法

② 無形固定資産 定額法

③ リース資産

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。
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個別注記表

④ 役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の給付

に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。（実務対応報告第

30号「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する

取引に関する実務上の取扱い」に準じた処理を適用し

ております。）

⑤ 従業員株式給付引当金 従業員株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給

付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務

の見込額に将来の定年退職見込率を乗じて計上してお

ります。（実務対応報告第30号「従業員等に信託を通

じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」に準じた処理を適用しております。）

(4) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

① 化学品事業

化学品事業における紫外線吸収剤等の販売については、主として製品及び商品が顧客によ

り検収された時点で、顧客に製品及び商品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が移転

し、支払を受ける権利が確定するため、その時点で収益を認識しております。なお、受託製

造製品の一部について、原材料を顧客より調達し加工を加えたのち当該顧客に販売する有償

支給取引を行っており、調達した原材料に売り戻し義務がある取引については、取引価額か

ら有償支給原材料相当額を差し引いた純額で収益を認識しております。取引の対価は、履行

義務を充足してから主として４カ月後の末日までに受領しており、重要な金融要素は含んで

おりません。

② ホーム産業事業

ホーム産業事業における防蟻薬剤等の販売については、製品及び商品が顧客により検収さ

れた時点で、顧客に製品及び商品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が移転し、支払を

受ける権利が確定するため、その時点で収益を認識しております。取引の対価は、履行義務

を充足してから主として２カ月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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個別注記表

建物 368,098千円

構築物 8,955千円

土地 2,818,515千円

投資有価証券 116,780千円

計 3,312,349千円

短期借入金 1,561,000千円

長期借入金 1,084,000千円

(1年以内返済予定額含む)

計 2,645,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 7,850,069千円

(3) 関係会社に対する金銭債務 40,893千円

(5) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・・外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針 外貨建取引における為替変動のリスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 振当処理を採用しているため、有効性の評価は行って

おりません。

２. 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

繰延税金資産　60,232千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく経常利益をベースに、各事業の過去実績

や市場環境を踏まえて課税所得を調整し、その発生時期及び金額によって見積っておりま

す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があ

り、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書

類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

３. 貸借対照表注記

(1) 担保資産

① 担保に供している資産

② 担保資産に対応する債務
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原材料仕入高 93,478千円

関係会社との営業取引以外の取引高 7,200千円

売上原価 △12,042千円

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,623,613株 －株 －株 16,623,613株

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 653,969株 108,100株 200,473株 561,596株

４. 損益計算書注記

(1) 関係会社との取引高は、次のとおりであります。

関係会社との営業取引高

(2) 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

５. 株主資本等変動計算書注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１.当事業年度増加株式数は、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ)の信託財産として株式会社

日本カストディ銀行が取得した当社株式108,100株であります。

２.当事業年度減少株式数は、主に株式給付信託（ＢＢＴ)の制度移行に伴い譲渡制限付

株式として支給した当社株式200,473株であります。

３.当事業年度期首株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ)の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行が保有する当社株式425,000株が含まれております。

４.当事業年度末株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ)の信託財産として株式会社日本カ

ストディ銀行が保有する当社株式224,527株及び株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ)の信託

財産として同行が保有する当社株式337,000株が含まれております。

(3) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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（決議）
株式の
種類

配当の
総額

配当金の
原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年
６月19日

定時株主総会
普通株式 49,870千円 利益剰余金 ３円00銭

2024年
３月31日

2024年
６月20日

（決議）
株式の
種類

配当の
総額

配当金の
原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年
６月25日
開催予定

定時株主総会

普通株式 58,182千円 利益剰余金 ３円50銭
2025年

３月31日
2025年

６月26日

　　退職給付引当金 180,090千円

　　棚卸資産評価損 110,325千円

　　賞与引当金 28,604千円

　　その他 72,945千円

　繰延税金資産小計 391,965千円

　　評価性引当額 △274,973千円

　繰延税金資産合計 116,992千円

　　その他有価証券評価差額金 55,173千円

　　その他 1,586千円

　繰延税金負債合計 56,760千円

繰延税金資産の純額 60,232千円

(4) 配当に関する事項

① 配当金の支払額

（注）2024年６月19日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,961千円が含まれております。

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）2025年６月25日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,965千円が含まれております。

６. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　繰延税金負債
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退職給付債務 572,189千円

退職給付引当金 572,189千円

勤務費用 45,269千円

確定拠出年金制度への要拠出額 21,847千円

退職給付費用合計 67,116千円

７. 退職給付会計に関する注記

(1) 確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。

(2) 退職給付債務に関する事項

※当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3) 退職給付費用に関する事項

※当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

８. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

り、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、リスク低減を図っております。また、為替の変動リスク

に関しては、為替予約を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ

手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「重要

な会計方針」に記載されている「ヘッジ会計の方法」に記載しております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っ

ております。

営業債務である電子記録債務、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期

日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は、運転資金（主として

短期）及び設備投資資金であります。

金融商品取引については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、財務経理

部が決裁権限者の承認を得て行っております。
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貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(１) 投資有価証券（＊2）

その他有価証券 252,233千円 252,233千円 －千円

(２) 長期借入金（＊3） 2,635,000千円 2,608,704千円 △26,295千円

(３) リース債務（＊3） 362,631千円 351,429千円 △11,202千円

貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式 2,658千円

関係会社株式 10,800千円

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

（＊1）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」については、短期間で決

済されるため、時価は帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。

（＊2）市場価格のない株式等は、「(１)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商

品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（＊3）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金及びリース債務を含めており

ます。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。

－ 31 －
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個別注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 252,233千円 － － 252,233千円

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金（＊） － 2,608,704千円 － 2,608,704千円

リース債務（＊） － 351,429千円 － 351,429千円

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（＊）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金及びリース債務を含め

ております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

(1) 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

(2) 長期借入金、リース債務

長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレ

ベル２の時価に分類しております。

９. 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

10. 賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

－ 32 －
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個別注記表

報告セグメント
合計

化学品事業 ホーム産業事業

売上高

紫外線吸収剤 4,924,084千円 －千円 4,924,084千円

写真薬中間体 210,273千円 －千円 210,273千円

製紙用薬剤 248,901千円 －千円 248,901千円

酸化防止剤 913,776千円 －千円 913,776千円

電子材料 34,250千円 －千円 34,250千円

受託製造製品 2,365,168千円 －千円 2,365,168千円

木材保存薬剤 －千円 764,857千円 764,857千円

その他 60,241千円 189,274千円 249,516千円

顧客との契約から生じる収益 8,756,696千円 954,132千円 9,710,828千円

(1) １株当たり純資産額 297円43銭

(2) １株当たり当期純利益 ７円98銭

11. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり

ません。

12. １株当たり情報に関する注記

(注) 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、「１株当たり純資産

額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度 

561,527株）。また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております（当事業年度 574,998株）。

－ 33 －
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会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 堀内　計尚

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杏井　康真

独立監査人の監査報告書

2025年５月16日

ケミプロ化成株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

神戸事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケミプロ化成株式会社の

2024年４月１日から2025年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以

下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお

らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告

－ 34 －
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会計監査人の監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の

過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識

との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に

その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断

した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ

れる。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

－ 35 －
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会計監査人の監査報告

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ

た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな

い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の

表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査

の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら

れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容

可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第44期事業年度

における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基

づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま

した。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整

備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説

明を求め、意見を表明しました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告

及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし

た。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、監査方法等を確認し、検討した結果、有限責任あずさ監査法

人の報酬は相当であると会社法第399条第１項の同意をしております。

2025年５月20日

ケミプロ化成株式会社　監査役会

常勤監査役 金 子 勇 一 ㊞

社外監査役 常 本 良 治 ㊞

社外監査役 髙 﨑 勝之助 ㊞

社外監査役 今 西 康 訓 ㊞
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地図

株主総会会場ご案内図

神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階 501号会議室

電話 078-302-5200

明石・姫路方面

市営地下鉄

新幹線

新神戸 新大阪・京都方面

県庁前

花隈　 大阪梅田　

元町　 大阪　

元町　 大阪梅田　

阪急

ＪＲ

阪神

三

宮

駅

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

ポートピアホテル

市
民
広
場
駅

ワ
ー
ル
ド

記
念
ホ
ー
ル

神戸国際会議場

神戸空港方面

※ＪＲ線三ノ宮駅、阪急線及び阪神線神戸三宮駅よりポートライナー／
市民広場駅下車 徒歩２分。


